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「継続企業の前提に関する注記」の記載解消に関するお知らせ 

 
 

 当社は、平成22 年１月期第２四半期決算短信において、「継続企業の前提に関する注記」の記載を下記の

とおり解消することとなりましたので、お知らせいたします。 

 

記 
 

 当社グループが主体とする不動産・住宅市場では、世界的な金融市場の混乱により、景気不透明感に伴う

購買意欲の低迷や物件価格の下落等の状況が依然として続いており、このような状況の下、当社は前中間連

結会計期間末におきまして、当社の業績の悪化に伴い借入金の一部が財務制限条項に抵触したこと、前連結

会計年度末には、滞留在庫の増加による値引販売及び評価減の計上等により、重要な営業損失、経常損失、

当期純損失を計上したこと、数ヶ月毎に借換の手続きを行う必要のある借入金につきまして返済を要請され

る可能性及び新規調達の困難性の懸念から、第１四半期連結会計期間末まで継続企業の前提に重要な疑義を

抱かせる事象又は状況について注記しておりました。 
 

 このような状況から当社グループは前連結会計年度より、エリア戦略、販売政策、価格政策、仕入政策を

柱とする「経営改善策」に取り組んでおり、当社グループの主力事業である戸建住宅分譲事業において、小

規模区画で低価格帯の物件の早期着工、早期販売という従来の事業モデルへの回帰を促進するとともに、中

長期在庫の適正な評価減と早期売却を実施したことにより、在庫回転期間が短縮し、在庫に占める新規物件

の割合が増加しております。また「経営合理化策」として、生産拠点の見直し、生産本部の組織変更による

プロジェクトの一元管理体制の強化及び業務効率の向上による工期短縮や、希望退職制度の実施により人員

体制の適正化と人件費の削減をしております。更に、第１四半期連結会計期間の着工物件より、仕様及び性

能を維持しながら、購買手段の見直し、施工手順及び発注区分の変更、工程管理の強化等を中心に、建築コ

ストの低減を図っております。 
 

 当第２四半期連結累計期間におきまして上記の政策の進捗により、在庫に占める新規物件の割合が増加し

たこと、人件費及び建築コスト削減の効果が表れたことから、収益性が改善し、営業損益は営業利益へと転

じております。更に通期におきましても、引き続き経営改善策及び経営合理化策の効果により業績回復基調

が継続すると見込まれることから、経常利益、当期純利益ともに黒字化を見込んでおります。また資金面に

おきましても、上述の業績回復により資金繰りが安定したこと、主要な金融機関より今後も従来どおり継続

して支援するとの同意をいただいていることから、今後の資金繰りについての懸念は解消しているものと判

断しております。 

 
 上記により当第２四半期連結会計期間末において、継続企業の前提に疑義を生じさせるような事象又は状

況は全て解消しているものと判断しております。 
  
 当社グループは、今後とも安全かつ安心な住宅の供給と顧客満足度の追求を継続し、資本効率と収益性を

重視した事業ポートフォリオの見直しによる構造改革施策の実行により業績回復を図り、安定収益基盤の確

立を目指してまいります。 
 

 

以 上 


